
目標フレーム（人口・財政・土地利用） 

【修正前】 （単位：百万円）

22 23 24 25 26 27 28 29

24,573 24,000 23,422 23,396 23,461 23,393 23,417 23,360

市 税 12,897 13,020 12,888 13,121 13,553 13,498 13,569 13,738

そ の 他 2,891 2,894 2,692 2,691 2,693 2,693 2,693 2,692

市 債 2,077 1,726 1,504 1,411 1,448 1,428 1,506 1,398

依存 財源 地方交付税 1,436 1,181 1,179 1,067 581 482 485 376

そ の 他 5,272 5,179 5,159 5,106 5,186 5,292 5,164 5,156

24,573 24,000 23,422 23,396 23,461 23,393 23,417 23,360

人 件 費 5,308 5,481 5,144 5,069 4,955 4,928 5,027 4,775

義務的経費 扶 助 費 4,038 4,030 4,025 4,019 4,012 4,003 3,992 3,983

公 債 費 2,303 2,284 2,261 2,238 2,256 2,018 2,020 2,004

3,333 2,519 2,467 2,252 2,317 2,332 2,238 2,339

9,591 9,686 9,525 9,818 9,921 10,112 10,140 10,259

投 資 的 経 費

そ の 他 経 費

年 度

歳 入 総 額

自主 財源

歳 出 総 額

 

目標フレーム見直しの考え方 

  戦略計画見直しの基本となる指標（目標フレーム）の見直し内容は、次のとおりである。 

(1) 人口 

平成 22 年度は、総人口が僅かながら初めて減少に転じるなど、これまでの人口推移の傾向に変化がみら

れた。外国人登録者数の減少が一つの大きな要因と考えられるが、景気後退等の影響も大きいと推測され

ることから、今後の見通しは不透明であり、この傾向が続くかどうかを現時点で判断することは難しい。 

平成 22 年度時点の総人口は、「江南市戦略計画」策定時に設定した目標人口を 243 人下回っているが、そ

の誤差は 0.24％と僅かなものであり、現時点で政策展開の枠組みに影響を及ぼすものではない（許容範囲

の誤差である）と考えられる。 

江南市、および周辺自治体において、大規模な宅地開発や工場誘致など、今後の人口増減に大きな影響を

与える新たな要因は想定されていない。 
【修正後】 （単位：百万円）

22 23 24 25 26 27 28 29

26,646 25,606 25,109 25,559 26,592 25,726 25,733 25,062

市 税 11,935 11,931 12,154 12,227 12,447 12,528 13,246 13,525

そ の 他 2,832 2,887 2,681 2,808 3,194 3,029 2,677 2,855

市 債 2,882 2,086 1,929 1,983 2,100 1,840 1,764 1,657

依存 財源 地方交付税 2,485 2,254 1,948 1,899 1,811 1,648 1,291 387

そ の 他 6,512 6,448 6,397 6,642 7,040 6,681 6,755 6,638

26,646 25,606 25,109 25,559 26,592 25,726 25,733 25,062

人 件 費 5,498 5,187 4,928 4,836 4,841 4,806 5,025 4,645

義務的経費 扶 助 費 5,302 5,535 5,517 5,499 5,485 5,471 5,458 5,444

公 債 費 2,366 2,407 2,447 2,391 2,461 2,248 2,277 2,291

2,446 2,207 1,956 2,257 3,163 2,016 2,436 2,161

11,034 10,270 10,261 10,576 10,642 11,185 10,537 10,521

投 資 的 経 費

そ の 他 経 費

年 度

歳 入 総 額

自主 財源

歳 出 総 額

 

以上より、現時点では、将来目標人口を見直す必然性は低いと考えられる。よって、第一次改訂基本計画

では、「江南市戦略計画」で掲げた将来目標人口を引き続き継承していくこととする。 

◇◇将将来来目目標標人人口口  

年 度 平成 22 年度 平成 25 年度 平成 29 年度 

総人口 102,100 人 102,700 人 103,000 人 

年少人口 
（0～14 歳） 

15,237 人 14,973 人 14,260 人 

生産年齢人口 
（15～64 歳） 

64,854 人 63,683 人 61,854 人 

老年人口 
（65 歳～） 

22,009 人 24,044 人 26,886 人 
 

 

 (3) 土地利用 
(2) 財政 

  江南市戦略計画の基本計画（第３節 土地利用）において、「土地利用の方針は、江南市都市計画マスタ

ープランの策定後、その内容を反映させるため、中期（平成 23 年度～25 年度）基本計画において見直し

を行うものとします。」とされていることから、平成 21 年 3 月に策定された江南市都市計画マスタープラ

ンを基本に、江南市戦略計画の基本計画の見直しを行う。 

    平成 22 年度予算を基礎として、平成 29 年度までの財政状況を一般会計ベースで見通した。 

（歳入） 

  市税は、今後予想される税制改正及び人口推計などを加味して推計した。 

  地方交付税は、市税等の動向や現状を勘案して推計した。     見直し内容は次のとおり 
  その他、歳入については、平成 22 年度予算を基礎として、過去の実績の推移等を勘案して推計した。      ・道路軸を都市計画マスタープランの軸名称「都市軸」に変更 
（歳出）      ・南北軸に「宮田線」「豊田岩倉線」を追加 
  人件費は、今後の職員数を見込んで推計した。 ・市内各地区との連携強化に対応する軸として、都市軸に都市計画マスタープランで位置付けられた

「環状軸」を追加   扶助費は、少子・高齢化社会への対応等の行政需要が年々増加することが予想されるが、人口推計など

を加味して推計した。        環状軸：後飛保和田線、宮田木賀１号線、宮田木賀２号線、宮田木賀３号線 
投資的経費は、計画期間内に実施する事業を踏まえて推計した。      ・土地利用構想図のくらしのゾーン（拡大区域）の変更 
その他の歳出については、平成 22 年度予算を基礎として、推計した。 
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目標フレーム見直しの考え方


　　戦略計画見直しの基本となる指標（目標フレーム）の見直し内容は、次のとおりである。

(1) 人口


平成22年度は、総人口が僅かながら初めて減少に転じるなど、これまでの人口推移の傾向に変化がみられた。外国人登録者数の減少が一つの大きな要因と考えられるが、景気後退等の影響も大きいと推測されることから、今後の見通しは不透明であり、この傾向が続くかどうかを現時点で判断することは難しい。


平成22年度時点の総人口は、「江南市戦略計画」策定時に設定した目標人口を243人下回っているが、その誤差は0.24％と僅かなものであり、現時点で政策展開の枠組みに影響を及ぼすものではない（許容範囲の誤差である）と考えられる。


江南市、および周辺自治体において、大規模な宅地開発や工場誘致など、今後の人口増減に大きな影響を与える新たな要因は想定されていない。


以上より、現時点では、将来目標人口を見直す必然性は低いと考えられる。よって、第一次改訂基本計画では、「江南市戦略計画」で掲げた将来目標人口を引き続き継承していくこととする。


◇将来目標人口

		年　度

		平成22年度

		平成25年度

		平成29年度



		総人口

		102,100人

		102,700人

		103,000人



		年少人口

（0～14歳）

		15,237人

		14,973人

		14,260人



		生産年齢人口

（15～64歳）

		64,854人

		63,683人

		61,854人



		老年人口


（65歳～）

		22,009人

		24,044人

		26,886人





(2) 財政


　　　　平成22年度予算を基礎として、平成29年度までの財政状況を一般会計ベースで見通した。

（歳入）


　　市税は、今後予想される税制改正及び人口推計などを加味して推計した。


　　地方交付税は、市税等の動向や現状を勘案して推計した。


　　その他、歳入については、平成22年度予算を基礎として、過去の実績の推移等を勘案して推計した。


（歳出）


　　人件費は、今後の職員数を見込んで推計した。


　　扶助費は、少子・高齢化社会への対応等の行政需要が年々増加することが予想されるが、人口推計などを加味して推計した。


投資的経費は、計画期間内に実施する事業を踏まえて推計した。


その他の歳出については、平成22年度予算を基礎として、推計した。

[image: image1.emf]【修正前】


（単位：百万円）


22 23 24 25 26 27 28 29


24,573 24,000 23,422 23,396 23,461 23,393 23,417 23,360


市 税 12,897 13,020 12,888 13,121 13,553 13,498 13,569 13,738


そ の 他 2,891 2,894 2,692 2,691 2,693 2,693 2,693 2,692


市 債 2,077 1,726 1,504 1,411 1,448 1,428 1,506 1,398


依 存 財 源 地方交付税 1,436 1,181 1,179 1,067 581 482 485 376


そ の 他 5,272 5,179 5,159 5,106 5,186 5,292 5,164 5,156


24,573 24,000 23,422 23,396 23,461 23,393 23,417 23,360


人 件 費 5,308 5,481 5,144 5,069 4,955 4,928 5,027 4,775


義務的経費 扶 助 費 4,038 4,030 4,025 4,019 4,012 4,003 3,992 3,983


公 債 費 2,303 2,284 2,261 2,238 2,256 2,018 2,020 2,004


3,333 2,519 2,467 2,252 2,317 2,332 2,238 2,339


9,591 9,686 9,525 9,818 9,921 10,112 10,140 10,259


投 資 的 経 費


そ の 他 経 費


年 度


歳 入 総 額


自 主 財 源


歳 出 総 額




[image: image2.emf]【修正後】


（単位：百万円）


22 23 24 25 26 27 28 29


26,646 25,606 25,109 25,559 26,592 25,726 25,733 25,062


市 税 11,935 11,931 12,154 12,227 12,447 12,528 13,246 13,525


そ の 他 2,832 2,887 2,681 2,808 3,194 3,029 2,677 2,855


市 債 2,882 2,086 1,929 1,983 2,100 1,840 1,764 1,657


依 存 財 源 地方交付税 2,485 2,254 1,948 1,899 1,811 1,648 1,291 387


そ の 他 6,512 6,448 6,397 6,642 7,040 6,681 6,755 6,638


26,646 25,606 25,109 25,559 26,592 25,726 25,733 25,062


人 件 費 5,498 5,187 4,928 4,836 4,841 4,806 5,025 4,645


義務的経費 扶 助 費 5,302 5,535 5,517 5,499 5,485 5,471 5,458 5,444


公 債 費 2,366 2,407 2,447 2,391 2,461 2,248 2,277 2,291


2,446 2,207 1,956 2,257 3,163 2,016 2,436 2,161


11,034 10,270 10,261 10,576 10,642 11,185 10,537 10,521


投 資 的 経 費


そ の 他 経 費


年 度


歳 入 総 額


自 主 財 源


歳 出 総 額




 (3) 土地利用


　　江南市戦略計画の基本計画（第３節　土地利用）において、「土地利用の方針は、江南市都市計画マスタープランの策定後、その内容を反映させるため、中期（平成23年度～25年度）基本計画において見直しを行うものとします。」とされていることから、平成21年3月に策定された江南市都市計画マスタープランを基本に、江南市戦略計画の基本計画の見直しを行う。

　　　　見直し内容は次のとおり

　　　　　・道路軸を都市計画マスタープランの軸名称「都市軸」に変更


　　　　　・南北軸に「宮田線」「豊田岩倉線」を追加

・市内各地区との連携強化に対応する軸として、都市軸に都市計画マスタープランで位置付けられた「環状軸」を追加

　　　　　　　環状軸：後飛保和田線、宮田木賀１号線、宮田木賀２号線、宮田木賀３号線

　　　　　・土地利用構想図のくらしのゾーン（拡大区域）の変更

目標フレーム（人口・財政・土地利用）











PAGE  

1



